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研究成果の概要：幼少年期のこころと体の一体的な「調整力」発達に果たす身体活動の役割は大きく，

その健全育成に寄与する運動プログラム開発が社会的にも期待される．本研究の主たる成果として，

「調整力」がいかなる因子から構成されているか明らかにされ，またその健全な発達に心理社会的要

因がどのように関連しているか要因分析がなされ，さらに「調整力」発達に効果的な運動プログラムの

在り方について包括的かつ総合的な検討がなされた． 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 900,000 0 900,000 

2007 年度 500,000 0 500,000 

2008 年度 300,000 90,000 390,000 

年度    

  年度    

総 計 1700,000 90,000 1790,000 

 
 
研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目： 健康・スポーツ科学・スポーツ科学 

キーワード：スポーツ心理学，子ども，心理社会的発達，調整力 

 
１．研究開始当初の背景 
 幼少年期の心身の一体的な発達，特に「調整
力」発達に期待が寄せられるが，子どもを取りま
く生活環境や運動プログラムが子どもの「調整
力」にいかなる役割を果たすか不明な点が多い．
幼少年期において，単に体力や技術の向上に
主眼を置いた体育カリキュラムに拘泥するので
はなく，心身の一体的な発達に貢献する運動プ
ログラムの内容と，子どもの身体活動を取りまく
生活環境要因の双方について考慮する必要が
ある．そこで，本研究では「こころ」と体の調整力
育成に果たす運動プログラム及び生活環境要
因の役割について解明することを目的に設定し，
次代を担う子どもたちの健全育成に対する体

育・スポーツ領域における貢献を企図する． 
２．研究の目的 
 本研究の主たる目的として，子どもの「こころ」
と「身体」の発達を育む運動（遊び）の役割を実
証的に解明することに据え，次の３つの視点から
検討を試みた（カッコ内は研究計画内の実施予
定年度）．（1）研究課題１（平成 18 年度）：子ども
の運動（遊び）を育む心理社会的背景について
解明すること．（2）研究課題２（平成 19年度）：子
どもの運動（遊び）と心理社会的発達（「こころ」
の調整力）の関係性について解明すること． 
（3）研究課題 3（平成 20 年度）：子どもの心理社
会的発達（「こころ」の調整力）を育むという新た
な視点に立つ運動プログラム開発について解明
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すること．本研究により，今求められる子どもの
体力向上施策に貢献することを企図する． 
３．研究の方法 
 本研究目的を解明するため，（1）調整力と心
理社会的背景の関係性についての要因分析
（研究課題 1），（2）調整力と心理社会的発達の
関係性についての実証研究（研究課題 2），及
び（3）調整力を育む運動プログラム開発（研究
課題 3）を実施した． 
 
４．研究成果 
（1）研究課題 1 について 
①子どもの体力低下現象は先進諸国共通の問
題であり，わが国においては中教審答申（平成
14年）に認められるように，昭和60年ごろから子
どもの体力低下傾向が現れ，現在その総合的な
対策の必要性が求められている．子どもの運動
行動を支える要因について最近の研究成果を
概観するとともに，その対策につながる代表的な
介入研究を取り上げることで，わが国における今
後の教育・研究および実践の方向性を展望した．
また，幼少年期の運動との関わりへの理解を深
めるため，子どもの体力の現状と推移，および体
力テスト法についての動向をまとめた．先行研
究の知見を踏まえると，児童期および青少年期
の子どもの運動行動との関わりは，発達諸側面
の急進期であるがゆえに成人期のそれ以上に
複雑であるが，直面する体力低下への対策とし
ては運動に関わる個人と環境の関連性を多層
の次元から支援するアプローチが有効であると
示唆される． 
 
（2）研究課題 2 について 
①調整力の定義は，動き（動作）を規定する体
力要素（physical resources）であり心理的要素を
も含むとされるが，研究者によって見解が様々
である． 
②調整力の因子構造は，全標本を対象とした検
討において，全身調整力と知的能力の発達，感
覚との協応を含む調整力，知的能力の発達，下
肢の調整力，手の調整力の５因子が見出された．
このように調整力の発達も運動発達と同様に未
分化性を内包しており，性差において女児より
男児がより顕著であるようだ． 
③調整力の検査方法は，体力科学センター「調
整力プロジェクト」による反復横とび，とび越しく
ぐり，ジグザグ走が提案されているが，子どもの
発達や生活実態に即した動作項目の選定，体
力的側面だけでなく他の発達系との関連性から
子どもの発達の全体像を描写する必要性，新体
力テスト等との連続性，生涯発達的な視点，など
に検討を要する． 
④中教審答申「健やかな体を育む教育の在り方
に関する専門部会」の議論にあるように，幼少年
期においては基礎的な動き（走，跳，投捕，回る，
泳ぐ，など）について「巧みに体を動かす身体能
力」の習得が学ぶべき「ミニマム」として提案され

ており，幼児期に健やかな発達が期待される
「調整力」を初等教育の学びに明確に位置づけ
られる動向にある． 
⑤幼少年期に習得が期待される基礎的な動作
項目の「ミニマム」として，体育科学センターが提
案した３類型（平衡系，移動系，操作系）・84 項
目から成る基本動作，および日本体育協会で現
在進行するプロジェクトにおける基礎的な動き
15 項目が代表として挙げられる． 
⑥幼児の生活環境条件の全体的な傾向につい
て「幼児健康度調査報告書」（平成 12 年度）を
概観したところ，保護者の年齢の高齢化（晩婚
化），核家族化，兄弟数低下，住居環境の中・高
層化，保護者の就労時間増加，就寝時間の遅
れと睡眠時間の短さ，遊びの種類の変化（自転
車遊びの減少），遊び場・友だち・種類が自宅内
に狭まる，及び食事やおやつの時間の不規則
化，などについては，子どもの運動（遊び）環境
の阻害要因となる可能性が懸念された． 
⑦幼児の調整力と生活環境条件の関連性につ
いて，体育科学センターによる調整力プロジェク
トの研究成果を概観した．その結果，調整力の
貢献要因として，要因間の関連性が複雑であり，
高い相関を示す要因は見当たらないことに留意
しながら，歩行開始年齢（成熟度合い），運動
（遊び）を促進する住居環境，友だちの数，戸外
での遊びの種類・時間・場所，日常生活での身
体活動への積極性，などの要因が示唆された．
幼児期をはじめとする低年齢期には，保護者や
教員の目の届く範囲や指導下での身体活動が
主体であるという生活環境条件の特徴があるゆ
えに，子どもの活動を促す外的環境や動線の整
備とともに，動機づけや参加への意欲を促す内
的環境の整備も重要であろう． 
⑧幼児の体力・運動能力と家庭環境および園環
境の関連性について，東京学芸大学グループ
による「幼児運動能力調査」を概観した．その結
果，幼児の運動力に寄与する要因として，まず
家庭環境においては，戸外遊び時間と頻度，家
族と一緒に遊ぶ頻度，低層の住居形態，安心し
て遊べる場所，家庭内の遊具数，兄弟数と世帯
構成の多さ，お稽古事への参加，などが挙げら
れた．また園環境においては，保育の一環とし
て運動指導を行わず幼児の自発的な取り組み
を重視する保育内容，都市部の園，園庭および
園舎の規模が大きすぎず小さすぎない「普通」
規模であること，一斉指導でないこと，保育経験
年数，保育者の運動（遊び）の得手－不得手，園
内での友人数，等が挙げられた．さらに幼児の
運動能力への貢献度の差異において，園舎・園
庭・遊具数などの物理的環境のみならず，心理
社会的環境の影響度の強さが示唆された． 
⑨子どもの体力・運動能力の現状について，テ
スト項目によっては低下の底打ちを示すが，依
然として低水準であり，今後も若年者の生活習
慣病の予防とともに，次代を担う青少年の育成と
の関連の中で，体力低下および身体活動量の



低下に関わる継続的な対策が求められる． 
⑩子どもの体力・運動能力向上に関する施策に
ついて，学習指導要領改訂（平成 20 年度）によ
り，小学校での授業時数増，学習内容の系統化
と指導内容の明確化，言語力向上等の改善が
図られている．また日本体育協会の研究プロ
ジェクトにより，幼少年期に身に付けるべき基礎
的な動きの内容とその評価法の解明が進んだ．
「学校体育におけるミニマム」を保障しつつ，生
涯にわたる身体活動への親しみの基礎をいか
に培うかが今後も課題となる． 
⑪子どもの身体活動による恩恵に関する総説に
よると，発育発達の促進，そして成人期以降と同
様に若年者の生活習慣病の予防における身体
的恩恵が認められ，また心理的側面において自
己概念や気分状態の向上，学業成績や学習習
慣の向上などに恩恵が示唆される（表 1 参照）．
さらに，子どもの身体活動への関わりは成人期
以降のそれとは異なる誘因や動機づけが作用
するゆえ，幼少年期の発達段階と課題に即した
研究デザイン開発と指導・支援の具体的方策の
開発が期待されること，などが指摘された． 

⑫幼児の調整力要因を構成する動作項目群に
ついて検討したところ，先行研究 12,15,25,26）
に基づき全身調整力，感覚運動調整力，知的
能力発達，下肢の調整力，及び手指の調整力
の５カテゴリーにまとめられた．また個別の項目
ごとに運動成就の上位と下位項目群の特徴，メ
ディアとの接触，及び社会性に関する要因との
関連性について検討され，調整力発達には戸
外遊び等での全身運動，集団活動，直接的体
験，等が有用であると示唆された．基礎的な動
作の習得はもとより，自身の体重や全身を操作
し協調する動作，用具の操作または他者への働
きかけと協調が求められる動作，運動技能習得
の系統性や集団での遊びに規則性やルールが
求められる活動，等においては，調整力発達に

おいて特に重視されると示唆された． 
⑬幼児の調整力要因への生活関連要因の貢献
度の差異を検討したところ，祖父母，きょうだい，
遊び場の安全性，友人数，通塾日数，及び保護
者の運動（遊び）への参加が貢献要因となること，
また睡眠時間，テレビ視聴時間，及びゲーム機
保有が負の貢献を示すこと，が明らかにされた
（表 2 参照）． 

⑭本研究結果に基づき子どもの調整力発達に
関連する心理社会的要因の全体像を理解する
ための概念モデルを提案した（図参照）．子ども
を取りまく環境において，まず社会文化的背景
等のマクロ環境が潜在し，日々の生活において
は周辺的環境（祖父母，きょうだい，仲間，安全
な遊び場，習い事等）に関わる中で，幼児の運
動（遊び）行動には特に年少期ほど保護者の意
識・行動の影響度が大きく作用すること，上述の
環境要因に付加して運動（遊び）の体系的・系
統的学びと指導が十分条件となることで，遊び
の実際の現場となるミクロ環境（社会的相互作
用）が充実し，直接的具体的な体験の場となるこ
とで，調整力発達，引いては心理社会的発達を
もたらすと推察される． 

 
（3）研究課題 3 について 
①運動プログラムの効果において，4~6 歳が調
整力の発達の敏感期であること，日々の運動体
験においては様々な走運動とともにボール運動，
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さらには遊びに即した体操もまた有用であること，
そして調整力を高めるには毎日の継続的な身
体活動が基盤となることが明らかとなった． 
②体育カリキュラムに含まれるべき基本動作の
検討において，幼稚園での運動（遊び）場面で
の検討に基づき，①体育カリキュラムに 84 種類
の基本動作が包含しうること，②各基本動作は
年齢的発達に伴い動作数が増加すること，③各
基本動作は動作数の程度から評価可能，と明ら
かとなった． 
③活動（遊びの種類）に含まれる動作数につい
て，①安定系と移動系のカテゴリーに属するもの
で全体の70％を占めるが，操作系の動作も内容
を考慮した上でカリキュラムに包含することが望
まれること，②遊具を使用する活動および集団
遊びでは基本動作数が多くなる傾向があること，
また同種の活動であっても年齢段階によって基
本動作が同じものと異なるものがあり，カリキュラ
ム編成上で考慮の必要があること，が明らかと
なった． 
④運動（遊び）行動と日常行動の関連性につい
て検討された結果，難しい技に挑戦する幼児の
日常行動として，男児では「画面一杯に描画を
表現すること」「動物を怖がらずに抱けること」「ブ
ロックや積木の片付けで，きちんと収めようとする
こと」，女児では「動的な遊びを静的なそれより
好むこと」「友だちと遊ぶとき遊びの提案や新し
いルールを工夫すること」「高いところでも平気で
遊ぶこと」「小型遊具をしっかり片付けること」「紙
芝居等を集中して聞いていること」「クラス全員の
前でも１人で話ができること」「動物を怖がらずに
抱けること」に顕著な特徴が認められた． 
⑤運動（遊び）種目表作成において，「遊具を使
用する遊び」，「特定の遊具を使用しない遊び」，
および「遊具なしで充分できる遊び」の３つの上
位カテゴリー，14の系統，362の種目に分類され
た． 
⑥評価基準の作成において，上述の運動（遊
び）種目表の活動に関して，行動特性，運動量，
および動作の多様の観点から検討された．評価
基準の方向性としては，運動（遊び）体験の不易
と流行に考慮しつつ，狭義での体育のミニマム
（基本動作や動作の多様性の習得，または身体
活動量のミニマム）を各発達段階で確実に保障
しながら，幼少年期の心身の発達課題に即した
体験活動（自律性および社会性の芽生えを育
む遊び，失われつつある生活体験や伝承遊び
等の体験，等）の機会をいかに確保し評価する
かが今後の課題となるだろう． 
⑦調整力の発達に有効な運動プログラムの検
討において，4~6 歳の敏感期での多様な運動
（遊び）および生活体験を重視しながら，基本動
作（走，跳，投，捕）とともに，ボール運動，遊び
に即した体操，または集団遊び・伝承遊びなど
を，毎日の継続的な身体活動を基盤として体験
することが望ましいことが明らかとなった． 
⑧幼少年期の調整力の発達と運動指導の在り

方について，①子どもの自然な発達に委ねると
いう関わり以上に，調整力の敏感期であるこの
時期にこそ積極的に指導・支援することが，後の
発達にも有意義であること，②幼児の持久力の
強さは，無酸素的エネルギー発生機構の未発
達のためだが，この時期にこそ大いに動くべきと
の象徴でもあり，その未発達性を過大視し運動
刺激から遠ざけることがあってはならないこと，
および③幼児の運動の多くは有酸素的エネル
ギー発生機構が関わっており，大人のような
ウォーミングアップは不要であること，と提案され
ている． 
 本研究で明らかにされた研究結果を踏まえ，
次に結論を述べる．幼児の「こころ」と体の調整
力育成には，心身の発達を促す物的・時間的・
空間的・人的な要素含む遊び環境の体系的・系
統的整備が大きな役割を果たすことが示唆され，
子どもの心身の健全育成の実現のために家庭，
学校（園），教職員，運動（遊び）指導者との効
果的な連携・協力が今後さらに発展することが
期待される． 
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